〔要　求〕
	

	11．労働安全衛生および快適な職場づくり
⑴　労働安全衛生法を遵守し、安全委員会および衛生委員会の会議を原則月１回以上定期的に開催し、快適職場環境の実現と健康診断の徹底をはかること。
⑵　ストレスチェックについては、結果の集団集計・分析を行ったうえで職場環境改善を講じ、高ストレス者の未然防止につなげること。また、50人未満の事業場を含め、すべての事業場において実施すること。
⑶　労働災害、公務災害の災害補償制度の上積みをはかること。特に死亡災害については、自賠責なみとすること。
⑷　職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。
⑸　新型コロナ禍を踏まえ、医療従事者、福祉、清掃、学校、保育、介護、交通、消防、保健所、窓口業務などの職員に対して、公費負担によるインフルエンザ予防ワクチンの接種を行うこと。
⑹　災害地支援のために被災地に派遣される職員に対して、事前・事後に公費負担によるＰＣＲ検査を行うこと。また、災害時の対応マニュアル等に職員のメンタルヘルス対策を盛り込むなど、適切な対応をはかること。
⑺　あらゆるハラスメントの防止にむけ、「ガイドライン」や「要綱」を策定し、規則・服務規律等を改正すること。また、管理監督者、労働者の双方に「研修・教育」を実施し、啓発活動を行うなど、総合的な対策を講じること。
　特に、パワーハラスメント防止にむけ、以下の措置を講ずること。

①　自治体首長より、パワーハラスメントをはじめとしたすべてのハラスメントを行ってはいけない旨のトップメッセージを発信すること。

②　パワーハラスメント防止のための基本指針等を作成し、労使交渉を踏まえて、条例・規則でパワーハラスメントの防止のための具体的施策を定めること。また、人事院規則10－16「パワーハラスメントの防止策」第４条において、所属長の責務として、パワハラ事案が生じた場合は、「必要な措置を迅速かつ適切に講じなければならない」とされていることから、人事院規則に則り、迅速かつ適切に対応すること。

③　セクシュアルハラスメントを含めたハラスメントに関する相談窓口を設置し、職員に対して相談窓口の周知を行うこと。

④　管理職および職員に対して、パワーハラスメントの内容およびその発生の原因や背景を含めた研修・講習等を実施すること。

⑤　カスタマーハラスメント（職場における迷惑行為、悪質クレーム）について対応ルールの確立や体制整備等を行うこと。

⑻　メンタルヘルス不調の早期発見や未然防止にとどまらず、各種相談窓口の充実や職場復帰支援プログラム、過重労働対策やハラスメント対策など、総合的なメンタルヘルス対策を講じること。
⑼　ＬＧＢＴなど性的マイノリティ者が必要とする配慮や環境整備を行うこと。

	


〔解　説〕
<安全衛生委員会の設置・開催>
⑴　労働安全衛生法において「事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善をつうじて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」とされています。
しかし、自治体職場では依然として労働安全衛生法違反の状態が放置されています。とりわけ、安全衛生の確立を推進するための基本となる安全衛生委員会の未設置自治体もいまだに存在します。また、委員会が設置されていても、「委員会が休業状態である」「充分に機能していない」などの実態が多くあります。さらに、安全管理者、衛生管理者、産業医等の選任すら行われていない職場も多く、「自治体は労働安全衛生の無法地帯」といわれる由縁です。地域の模範とならなければならない自治体として、労使ともに認識しこのような違法状態の一掃をはかることが必要となります。
⑵　下記の表のとおり50人以上の事業場では少なくとも衛生委員会の設置義務がありますので、委員会を設置していなければ労働安全衛生法に違反します。設置していても毎月１回以上開催していなければ違法です。また、労働者数が50人未満の設置義務がない事業所についても、『関係労働者の意見を聴くための機会を設ける』を行っていなければそれも違法です。設置義務がある職場において、月１回以上の開催がされていない場合は『法律違反』であるため、設置を求めていかなければなりません。
⑶　業務多忙で委員をなかなか招集できないことを理由とする自治体当局も存在しますが、安全衛生委員会は法律で事業者が行うことが義務付けられていることですので「自治体業務」の一環と言えます。業務多忙は当局の言い訳でしかないと思われますが、本当に月１回の委員会すら開催できない状況であるならば、それは危機的な「人員不足」であることを当局が認めているのと同じであるため、人員確保交渉にて指摘していく必要があります。
　私たちは自治体・公共サービス部門の労働組合として「労働者と市民の健康を守る取り組み」「自治体・公共関連施設の安全確認と対策」に視野を広げた取り組みを強化するためにも、安全衛生委員会の活用が重要となってきます。
	

	【参考１】 労働安全衛生規則
第３条　事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するようにしなければならない。
第15条　産業医は、少なくとも毎月一回（産業医が、事業者から、毎月一回以上、次に掲げる情報の提供を受けている場合であって、事業者の同意を得ているときは、少なくとも二月に一回）作業場等を巡視し、作業方法又は衛生状態に有害のおそれがあるときは、直ちに、労働者の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。

1. 第十一条第一項の規定により衛生管理者が行う巡視の結果

2. 前号に掲げるもののほか、労働者の健康障害を防止し、又は労働者の健康を保持するために必要な情報であって、衛生委員会又は安全衛生委員会における調査審議を経て事業者が産業医に提供することとしたもの
第23条　事業者は、安全委員会、衛生委員会又は安全衛生委員会を毎月一回以上開催するようにしなければならない。

	


	【参考２】安全委員会又は衛生委員会を設置しなければならないとされている事業場について
【安全委員会】

①　常時使用する労働者が50人以上の事業場で、次の業種に該当するもの

林業、鉱業、建設業、製造業の一部の業種（木材・木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、金属製品製造業、輸送用機械器具製造業）、運送業の一部の業種（道路貨物運送業、港湾運送業）、自動車整備業、機械修理業、清掃業

②　常時使用する労働者が100人以上の事業場で、次の業種に該当するもの

製造業のうち①以外の業種、運送業のうち①以外の業種、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸売業・小売業、家具・建具・じゅう器等卸売業・小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業

【衛生委員会】・・・常時使用する労働者が50人以上の事業場（全業種）
· 安全委員会及び衛生委員会の両方を設けなければならないときは、それぞれの委員会の設置に代えて、安全衛生委員会を設置することができます。

また、「労働安全衛生規則第23条の２」により、労働者数が50人未満の事業者など、委員会を設けるべき事業者以外の事業者は、安全又は衛生に関する事項について、関係労働者の意見を聴くための機会を設けるようにしなければならないとされています。
委員の構成、調査審議事項等

安全委員会

衛生委員会

委員の構成

１ 総括安全衛生管理者又は事業の実施を統括管理する者等（１名）

２ 安全管理者

３ 労働者（安全に関する経験を有する者）

１ 総括安全衛生管理者又は事業の実施を統括管理する者等（１名）

２ 衛生管理者

３ 産業医

４ 労働者（衛生に関する経験を有する者）

調査審議事項（主要な事項を抜粋したものです。詳細については、労働安全衛生規則第21条及び第22条を参照してください。）

１ 安全に関する規程の作成に関すること。

２ 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置のうち、安全に係るものに関すること。

３ 安全に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。

４ 安全教育の実施計画の作成に関すること。など

１ 衛生に関する規程の作成に関すること。

２ 衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。

３ 衛生教育の実施計画の作成に関すること。

４ 定期健康診断等の結果に対する対策の樹立に関すること。

５ 長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること。

６ 労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。など

その他（共通事項）

① 毎月一回以上開催すること。

② 委員会における議事の概要を労働者に周知すること。

③ 委員会における議事で重要なものに係る記録を作成し、

これを３年間保存すること。




<ストレスチェック制度と集団分析の活用>

⑴　改正労働安全衛生法により2015年12月１日に施行されたストレスチェック制度は、メンタルヘルス不調の未然防止の段階である一次予防を強化するため、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通知して自らのストレスの状況について気づきを促すとともに、個々の労働者のストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因そのものを低減するよう努めることを事業者に義務づけるものです。
　地方公務員についてもストレスチェック制度の実施対象となることから、すべての職員のメンタルヘルス不調の未然防止と職場環境の改善につなげていくためにも確実な実施を求めます。また、会計年度任用職員等についても当然に実施されていなければなりません。
なお、50人未満の自治体においてストレスチェック制度が導入されていない自治体もありますが、2020年１月17日付の総務省自治行政局公務員部から地方公務員法に基づく技術的助言として発出された文書では、「地方公共団体における心理的な負担の程度を把握するための検査（いわゆる「ストレスチェック」）については、職員のメンタルヘルス不調を未然に防止するという観点から、制度の趣旨を踏まえ事業場の規模に関わらず、メンタルヘルス不調で治療中のため受検の負担が大きいなどの特別な理由が無い限り全ての職員に対して実施」することが明示されています。
⑵　努力義務とされている集団分析については行われていない自治体も見られます。ストレスチェック実施は、労働者が自分のストレスの状況に気づくことだけでなく、事業者が職場改善をして働きやすい職場をつくることで、メンタルヘルス不調を未然に防ぐことも目的としており、そのためには集団分析の活用も重要です。

　集団分析の活用を求めていくとともに、ストレスチェックの実施結果を踏まえ安全衛生委員会等で協議し、職場環境の改善と高ストレス者の未然防止につなげていく必要があります。

⑶　ストレスチェックおよび面接指導の費用については、法律で事業者に義務を課しているため、事業者が負担すべきものとされています。受診に要した時間の賃金は、法令上特に規定はなく、労使協議で決めることになりますが、労働者の健康の確保は事業の円滑な運営の不可欠な条件であることから、賃金を支払うことが望ましいとされています。　
	　

	総行安第２号
令和２年１月17日
各都道府県総務部（局）長 　殿

（市町村担当課・区政課扱い）

総務省自治行政局公務員部
安全厚生推進室長
（公印省略）
地方公共団体における安全衛生管理体制の整備状況及び心理的な

負担の程度を把握するための検査の実施状況等について

　標記の件については、令和元年12月24日付で「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」において「安全衛生管理体制の整備状況」及び「心理的な負担の程度を把握するための検査の実施状況」の結果を公表したところです。

　今回、別添のとおり、公表資料の補足資料として「地方公共団体におけるストレスチェック制度の実施状況」を、その他参考資料として「安全衛生に関係する法令等（抜粋）」及び「地方公共団体の事業場の労働基準法別表第一の号別決定の実際例と安全衛生体制、労働基準監督機関の例示」をお送りしますので、下記の事項を踏まえ、適切に対応いただくようお願いします。

　なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市区町村に対しても、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。

　本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。

記

１．地方公務員の労働安全衛生を取り巻く状況について

　最近の各種調査では、「精神及び行動の障害」による地方公務員の長期病休者数（平成30年度）が10万人当たり1,472.5人（68人に１人）と15年前の約2.5倍となるなど年々増加している状況にあります。また、平成31年４月１日に施行された働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）により、長時間労働をはじめとした職場の課題の改善に当たって産業医や衛生委員会等の役割は益々重要なものとなっているところです。

２．メンタルヘルス対策の推進について

　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）（以下「安衛法」という。）に基づき選任・設置（以下「選任等」という。）が義務付けられている各種管理者等又は衛生委員会等の調査審議機を選任等していない事業場を有する市区町村及び一部事務組合等に対し速やかに改善を求めるとともに、全ての市区町村及び一部事務組合等において、これらの安全衛生管理体制を有効に活用するよう助言をお願いいたします。

　また、地方公共団体における心理的な負担の程度を把握するための検査（いわゆる「ストレスチェック」）については、職員のメンタルヘルス不調を未然に防止するという観点から、制度の趣旨を踏まえ事業場の規模に関わらず、メンタルヘルス不調で治療中のため受検の負担が大きいなどの特別な理由が無い限り全ての職員に対して実施するとともに、高ストレス者に対する面接指導の勧奨、集団分析の実施及びその活用による職場環境の改善に積極的に取り組むなど、メンタルヘルス対策をより一層推進するよう助言をお願いいたします。

３．労働基準監督機関としての職権の行使について

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条第５項の規定により、人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）は、労働基準法（昭和22年法律第49号）別表第１第11号（通信業）、第12号（教育等）及び同表第１の各号に該当しない事業場（本庁、支所、出張所等）に対して安衛法 に係る労働基準監督機関の職権を行うこととされていることから、各種管理者等又は衛生委員会等の調査審議機関を選任等していない事業場に対する指導や、選任等されている事業場に対してもその活用に向けて助言を行うなど、同機関としての職権の行使について、適切に対応するよう助言をお願いいた します。

　なお、地方公共団体における安全衛生管理体制については、安衛法により各種管理者等及び衛生委員会等の調査審議機関の選任等について罰則も定め義務付けられていることに引き続き留意するよう、併せて周知をお願いいたします。

	


<労働災害、公務災害の災害補償制度の上積み>

　労働災害・職業病の責任はすべて使用者・行政当局にあり安全配慮義務違反を問われる事があります。不幸にして労働災害が発生した場合については、災害の原因究明をはかることが再発防止につながります。また、その補償についても、現行の地方公務員災害補償基金の保障で使用者の責任が終わったとするのではなく、その枠を超えて、自治体独自の上積みやリハビリ勤務体制の確立を行わせていくことが必要です。企業内補償制度については、民間では大企業を中心に、法定外補償に上積みする制度を設けており、死亡災害で平均3,000万円となっています。自治労の目標として、当面死亡災害事故については自賠責のみの3,000万円の上積み補償を求める制度の導入を求める必要があります。
<災害地派遣職員へのＰＣＲ検査の実施>
　昨年の九州豪雨の際、災害派遣された自治体職員が新型コロナに感染しており、職員がバッシングを受けるといった事例がありました。新型コロナにおける差別的扱いは決して許されるものではありませんが、災害派遣先の地域住民の安全・安心を守るためにも、事前・事後のＰＣＲ検査を求めていきます。
<あらゆるハラスメントの防止にむけて>

⑴　労働施策総合推進法等および新たな人事院規則が2020年６月に施行され、パワーハラスメントの定義および事業主に対するハラスメント防止のための雇用管理上の措置義務等が定められています。しかし、総務省が昨年に引き続き2021年６月に行った調査において道内市町村自治体の雇用管理上の措置義務の履行状況は下記の表のとおりであり、本来、すべての自治体で実施されていなければならないはずの法律上の措置義務の対応がされていない自治体も多くあります。
また、地域の模範となるべく自治体職場でのハラスメントは決して看過できるものではなく、また、働きやすい職場環境の構築のためにもハラスメント対策は重要であり、当局の責任において防止対策をしていかなければなりません。自治体首長自らがトップメッセージとしてハラスメントの防止を発信することをはじめ、雇用管理上の措置義務等について当局の対応を待つだけではなく単組としても人事院規則等を踏まえた環境整備を行うよう早急に求めていく必要があります。
総務省実施　各種ハラスメントの措置義務　道内自治体の状況（2021年６月現在）
①パワーハラスメント防止のための雇用管理上の措置義務
②セクシュアルハラスメント防止のための雇用管理上の措置義務

③妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント防止のための雇用管理上の措置義務
	措置項目（雇用管理上の義務）
	①パワハラ
	②セクハラ
	③育児・介護

	
	都市
	町村
	都市
	町村
	都市
	町村

	１．職場におけるハラスメントの内容・ハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化
	61.8％
	64.6％
	55.6%

	
	82.4％
	56.9％
	88.2％
	59.0%
	79.4%
	50.0%

	２．行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、労働者に周知・啓発すること
	52.8％
	57.9%
	38.2%

	
	70.6％
	48.6％
	82.4%
	52.1%
	58.8%
	33.3%

	３．相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること
	71.9％
	74.2%
	66.9%

	
	91.2％
	67.4％
	97.1%
	68.8%
	88.2%
	61.8%

	４．相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること
	70.2％
	74.2%
	67.4%

	
	85.3％
	66.7％
	94.1%
	69.4%
	85.3%
	63.2%

	５．事実関係を迅速かつ正確に確認すること
	78.1％
	79.2%
	74.2%

	
	91.2％
	75.0％
	97.1%
	75.0%
	91.2%
	70.1%

	６．速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと
	78.1％
	79.2%
	74.2%

	
	94.1％
	74.3％
	100.0%
	74.3%
	94.1%
	69.4%

	７．事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行うこと
	78.1％
	79.8%
	74.2%

	
	94.1％
	74.3％
	100.0%
	75.0%
	94.1%
	69.4%

	８．再発防止に向けた措置を講ずること
	77.5％
	78.1%
	73.0%

	
	94.1％
	73.6％
	100.0%
	72.9%
	91.2%
	68.8%

	９．相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、その旨労働者に周知すること
	62.9％
	66.9%
	70.2%

	
	79.4％
	59.0％
	88.2%
	61.8%
	85.3%
	66.7%

	10．相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取り扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること
	61.2％
	66.3%
	59.0%

	
	79.4％
	56.9％
	88.2%
	61.1%
	79.4%
	54.2%


※10項目すべてが法律上、自治体に課せられている措置義務です。　
※北海道、政令市（札幌）除く
⑵　いわゆるカスタマーハラスメントと言われる職場における迷惑行為、悪質クレームについては、法律上の措置義務の対象にはなっていませんが、指針において労働者からの相談体制の整備や被害者への適切な配慮等を行うことが望ましい旨が記載されています。
自治労が2020年10月に行った「職場における迷惑行為、悪質クレームに関する調査」の報告によると、調査対象となった方のうち約４分の３の職員が迷惑行為や悪質クレームを受けている実態が明らかになりました。具体的な内容としては「暴言や説教」「長時間のクレーム 」「複数回に及ぶクレーム」が６割前後となっています。また、道本部のオルグなどではクレーム対応によるメンタルヘルス不調や休職に追い込まれる事例なども報告されています。
カスタマーハラスメントの対応では職場でのサポート体制や対策マニュアルの作成などが必要となってきています。当局責任でカスタマーハラスメントや「悪質クレーム」対策を講じるよう求め、自治体総体としてのカスタマーハラスメントへの対応体制の構築が必要です。
<メンタルヘルス不調への対応>

⑴　メンタルヘルス問題は、退職者不補充による人員不足や業務量の過密による強い不安、各種ハラスメントなどの複合的な要因、ストレスなどによる心理的負荷の増大などを起因とし、精神的疾患の発病や自死事案も増加する状態となっています。どの自治体でも喫緊の課題ですが、組合としてメンタルヘルス対策を当局へ求めても、産業医が確保できないなど、対応に苦慮し実効性がある施策が難しいのが実態です。安全衛生委員会が未設置の自治体や設置していても開催されていない自治体も数多く、さまざまな障壁があるのも事実です。人員確保と適正な職場配置の取り組みとあわせて、労働安全衛生法を順守させることが必要です。定例開催や活用方法と内容について使用者責任において明確にすることと、より実効性のあるものとするため、組合として労働安全衛生委員会の開催を求めます。

⑵　2019年４月、労働基準法と労働安全衛生法の改正により、罰則付きの時間外労働の上限規制、公営企業職員と技能労務職員が適用となる年次有給休暇10日以上の労働者に対して５日について時季を指定して取得させること、医師による面接指導の対象となる時間外・休日の労働時間数が月100時間から月80時間に変更となっていることから各自治体においても適切な対応を行うこと必要があります。また、36協定の締結や時間外の客観的把握方法の導入なども必要です。
<ＬＧＢＴ、性的マイノリティ者の働きやすい職場環境>
　ＬＧＢＴとは、性的少数者（性的マイノリティ）の総称を言います。「レズビアン(女性同性愛者）」、「ゲイ(男性同性愛者）」、「バイセクシュアル(両性愛者）」、「トランスジェンダー(性別越境、性別違和)の頭文字をとって名付けられました。

現在の日本の法律や制度は性的マイノリティの存在を前提にしていないため、さまざまなシチュエーションで性的マイノリティの権利が制限されています。

日本では約８%の人がＬＧＢＴとされており、例えるとAB型の人が占める割合と変わりません。誰もが働きやすい職場環境の実現にむけて、ハラスメントの一掃ともに性差別禁止に取り組み、ＬＧＢＴに対する配慮や環境整備を進める必要があります。　
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